
2
0
2
1
年
10
月
、
世
界
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
90
％
以

上
を
占
め
る
1
3
6
カ
国
・
地
域
が
国
際
課
税
に

関
す
る
新
た
な
ル
ー
ル
に
合
意
し
た
。
主
な
内
容

は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
介
し
た
取
引
の
活
発
化

に
対
応
し
た
「
デ
ジ
タ
ル
課
税
の
導
入
」
と
、
各

国
に
よ
る
法
人
税
の
引
き
下
げ
競
争
の
歯
止
め
を

意
図
す
る
「
15
％
の
最
低
法
人
税
率
の
設
定
」
で

あ
る
。
中
で
も
物
理
的
な
「
恒
久
的
施
設
」
が
な

く
と
も
課
税
す
る
と
い
う
新
た
な
原
則
の
導
入
は
、

「
約
1
0
0
年
ぶ
り
の
大
改
革
」
と
も
評
さ
れ
る
。

ル
ー
ル
の
策
定
を
求
め
て
き
た
Ｇ
20
首
脳
は
、
今

回
の
政
治
的
合
意
を
「
よ
り
安
定
的
で
公
正
な
国

際
課
税
制
度
を
確
立
す
る
歴
史
的
な
成
果
」
と
た

た
え
て
い
る
。

　

こ
の
合
意
の
立
役
者
の
1
人
は
、
原
案
を
作
成

す
る
と
と
も
に
、各
国
政
府
等
と
の
調
整
を
担
っ
た

経
済
協
力
開
発
機
構（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）で
あ
る
。
ま
た
、

議
論
の
過
程
で
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
に
対
す
る
経
済
界
の
公

式
諮
問
機
関
Ｂ
Ｉ
Ａ
Ｃ（Business at O

ECD

）

が
企
業
活
動
の
実
態
を
踏
ま
え
た
イ
ン
プ
ッ
ト
を

精
力
的
に
行
っ
た
こ
と
も
見
逃
せ
な
い
。

「
頼
り
に
な
る
」シ
ン
ク
タ
ン
ク
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ

　

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
は
、
自
由
、
民
主
主
義
、
法
の
支
配
、

人
権
、
市
場
経
済
と
い
っ
た
基
本
的
な
価
値
観
を

共
有
し
、
志
を
同
じ
く
す
る（like-m

inded

）国
々

か
ら
な
る
国
際
機
関
で
あ
る
。
本
部
を
パ
リ
に
置

き
、
1
9
6
1
年
に
欧
米
20
カ
国
で
結
成
さ
れ
て

以
降
、
現
在
は
先
進
38
カ
国
が
加
盟
し
て
い
る
。

　

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
が
扱
う
テ
ー
マ
は
広
い
。
税
制
の
他

に
も
、
設
立
当
初
か
ら
取
り
組
む
経
済
政
策
、
貿

済
の
急
速
な
変
化
へ
の
対
応
な
ど
、
世
界
が
直
面

し
て
い
る
課
題
の
解
決
は
い
ず
れ
も
一
筋
縄
で
は

い
か
な
い
。
1
本
の
縄
で
足
り
な
け
れ
ば
、
複
数

の
縄
を
束
ね
て
み
る
。
現
行
の
ル
ー
ル
で
十
分
に

対
応
で
き
な
け
れ
ば
、
新
た
な
ル
ー
ル
を
作
る
。

国
や
官
民
の
壁
を
越
え
た
多
分
野
に
わ
た
る
協
調

が
必
要
な
ゆ
え
ん
で
あ
る
。

　

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
と
Ｂ
Ｉ
Ａ
Ｃ
は
、
そ
の
よ
う
な
協
調

を
演
出
す
る
「
名
脇
役
」。
主
役
で
は
な
い
が
、

舞
台
に
は
欠
か
せ
な
い
、
知
る
人
ぞ
知
る
存
在
で

あ
る
。

　

い
ま
こ
そ
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
と
Ｂ
Ｉ
Ａ
Ｃ
の
力
が
求

め
ら
れ
て
い
る
。

【
国
際
経
済
本
部
】

易
投
資
、
開
発
援
助
に
加
え
て
、
科
学
技
術
、
環

境
エ
ネ
ル
ギ
ー
、
デ
ジ
タ
ル
等
で
あ
る
。
各
国
の

課
題
や
経
験
の
共
有
、
客
観
的
な
デ
ー
タ
の
提
供
、

縦
割
り
を
排
除
し
た
分
野
横
断
的
な
検
討
な
ど
を

通
じ
て
「
先
進
国
標
準
」
を
形
成
し
て
き
た
。
具

体
的
に
は
、「
外
国
公
務
員
贈
賄
防
止
条
約
」「
多

国
籍
企
業
行
動
指
針
」「
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ

ナ
ン
ス
原
則
」「
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
と
個
人
デ

ー
タ
の
国
際
流
通
に
つ
い
て
の
指
針
」「
公
的
輸

出
信
用
ア
レ
ン
ジ
メ
ン
ト
」
等
が
挙
げ
ら
れ
る
。

い
ず
れ
も
企
業
の
国
際
的
な
活
動
に
と
っ
て
重
要

な
指
針
を
提
供
し
て
い
る
。

　

こ
の
他
に
も
、
近
年
は
ア
ジ
ア
な
ど
の
非
加
盟

国
に
も
個
別
に
、
ま
た
は
東
南
ア
ジ
ア
地
域
向
け

の
プ
ロ
グ
ラ
ム
等
を
通
じ
て
積
極
的
に
ア
ウ
ト
リ

ー
チ
す
る
と
と
も
に
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
、
Ｕ
Ｎ
Ｃ
Ｔ
Ａ
Ｄ
、

Ｉ
Ｌ
Ｏ
と
い
っ
た
他
の
国
際
フ
ォ
ー
ラ
ム
と
も
共

働
・
連
携
し
て
い
る
。
と
り
わ
け
、「
国
際
経
済

協
調
の
第
1
の
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
と
位
置
付
け
ら
れ

る
Ｇ
20
に
お
い
て
議
論
さ
れ
る
テ
ー
マ
に
つ
い
て

調
査
・
分
析
を
行
う
こ
と
で
国
際
協
調
を
支
え
て

い
る
こ
と
は
、「
頼
り
に
な
る
」
シ
ン
ク
タ
ン
ク（
注
）

と
し
て
の
面
目
躍
如
と
言
っ
て
よ
い
だ
ろ
う
。

企
業
の
声
を
届
け
る
Ｂ
Ｉ
Ａ
Ｃ

　

そ
の
よ
う
な
「
シ
ン
ク
タ
ン
ク
」
と
し
て
の
Ｏ

Ｅ
Ｃ
Ｄ
に
対
し
て
、
文
献
や
統
計
数
字
か
ら
だ
け

で
は
分
か
ら
な
い
ビ
ジ
ネ
ス
の
実
態
を
企
業
の
生

の
声
と
し
て
届
け
て
い
る
の
が
Ｂ
Ｉ
Ａ
Ｃ
で
あ
る
。

Ｂ
Ｉ
Ａ
Ｃ
の
存
在
に
よ
っ
て
「
シ
ン
ク
タ
ン
ク
」

の
成
果
が
抽
象
的
で
現
実
離
れ
し
た
も
の
で
は
な

く
、
現
実
の
問
題
解
決
に
つ
な
が
る
も
の
に
な
っ

て
い
る
。

　

冒
頭
の
国
際
課
税
に
関
す
る
検
討
で
も
、
Ｂ
Ｉ

Ａ
Ｃ
は
、
新
た
な
課
税
制
度
が
産
業
の
発
展
を
阻

害
す
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
で
の
公
聴

会
や
非
公
式
ワ
ー
キ
ン
グ
・
グ
ル
ー
プ
と
い
っ
た

場
で
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
や
各
国
政
府
関
係
者
と
対
話
を
重

（注）OECD設立60周年ビジョン・ステートメントでは、「OECDは、政策立案者のための『頼りになる』学際的なシンクタンク
として、より広範な政策議論のための活発かつ革新的なフォーラムを提供する」（As the “go-to” multidisciplinary think tank 
for policymakers, the OECD off ers stimulating and innovative fora for wider policy debate.）と言及

に
も
及
ぶ
英
文
資
料
に
目
を
通
し
、
Ｂ
Ｉ
Ａ
Ｃ
の

コ
メ
ン
ト
作
成
に
参
加
し
て
い
る
。
ま
た
、
Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ
や
Ｂ
Ｉ
Ａ
Ｃ
が
主
催
す
る
会
議
に
お
い
て
、

我
が
国
経
済
界
の
意
見
を
表
明
し
て
お
り
、
2
0

2
0
年
度
は
オ
ン
ラ
イ
ン
を
含
む
合
計
1
4
0
以

上
の
会
合
に
日
本
企
業
・
団
体
等
が
参
加
し
た
。

コ
ロ
ナ
の
も
と
で
オ
ン
ラ
イ
ン
会
合
が
増
え
た
こ

と
は
、
パ
リ
か
ら
距
離
の
あ
る
日
本
に
と
っ
て
は

プ
ラ
ス
に
働
い
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
Ｂ
Ｉ
Ａ
Ｃ
活
動
と
経
団
連
活
動
の
パ

イ
プ
ラ
イ
ン
と
な
っ
て
い
る
の
が
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諮
問

委
員
会
で
あ
り
、
そ
の
活
動
は
委
員
企
業
・
団
体

の
会
費
で
支
え
ら
れ
て
い
る
。
稲
垣
精
二
Ｏ
Ｅ
Ｃ

Ｄ
諮
問
委
員
長（
第
一
生
命
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

社
長
）は
、
Ｂ
Ｉ
Ａ
Ｃ
副
会
長
を
務
め
て
お
り
、

Ｂ
Ｉ
Ａ
Ｃ
活
動
の
基
本
戦
略
の
決
定
に
関
わ
る
と

と
も
に
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
閣
僚
理
事
会
で
経
済
界
を
代

表
し
て
発
言
す
る
な
ど
、
公
式
・
非
公
式
の
場
で

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国
政
府
首
脳
や
大
使
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ

事
務
局
幹
部
と
直
接
対
話
し
て
い
る
。
ま
た
、
国

内
に
お
い
て
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
や
Ｂ
Ｉ
Ａ
Ｃ
が
取
り

組
む
重
要
課
題
に
対
す
る
理
解
を
深
め
る
と
と
も

に
日
本
経
済
界
と
し
て
の
対
応
を
検
討
す
べ
く
、

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
、
Ｂ
Ｉ
Ａ
Ｃ
や
日
本
政
府
の
関
係
者
等

を
招
い
た
会
合
を
開
催
し
て
い
る
。

国
際
協
調
を
演
出
す
る

「
名
脇
役
」と
し
て
の

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
・
Ｂ
Ｉ
Ａ
Ｃ

　

コ
ロ
ナ
禍
を
乗
り
切
る
の
と
同
時
に
、
気
候
変

動
、
デ
ジ
タ
ル
革
新
を
は
じ
め
と
す
る
社
会
・
経

ね
、
経
済
界
の
懸
念
等
を
強
く
訴
え
て
き
た
。

　

そ
の
Ｂ
Ｉ
Ａ
Ｃ
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
同
様
、
パ
リ
に

本
部
を
置
き
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
38
カ
国
を
代
表
す

る
46
経
済
団
体
で
構
成
さ
れ
て
お
り
、
経
団
連
は

そ
の
1
つ
で
あ
る
。
近
年
で
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
か
ら

の
諮
問
に
応
え
る
だ
け
で
な
く
、
Ｇ
20
各
国
・
地

域
の
民
間
経
済
界
に
よ
る
ビ
ジ
ネ
ス
サ
ミ
ッ
ト

（
Ｂ
20
）の
政
策
提
言
の
策
定
プ
ロ
セ
ス
に
も
「
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
・
パ
ー
ト
ナ
ー
」
と
し
て
関
与
し
て

い
る
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
幅
広
い
活
動
に
対
応
す
べ
く
、

Ｂ
Ｉ
Ａ
Ｃ
で
は
政
策
分
野
ご
と
に
約
30
の
「
ポ
リ

シ
ー
グ
ル
ー
プ
」
を
組
織
し
て
い
る
。

　

日
本
企
業
・
団
体
等
の
関
係
者
も
グ
ル
ー
プ
の

一
員
と
し
て
、
本
業
の
傍
ら
、
時
に
数
百
ペ
ー
ジ

企業・団体等から適任者を
BIACの活動に推薦・派遣

諮問

提言BIAC事務局（本部：パリ）と連絡

BIAC各国
加盟団体
※日本は経団連

提言

Business at
　OECD（BIAC）
•総会
•理事会
•ポリシーグループ

OECD
•閣僚理事会
•理事会
•委員会等

BIACポリシーグループ（分野別、約30）：
汚職防止、不法貿易防止、バイオテクノロジ一、ブロックチェーン、
化学物質、中国、競争委員会、消費者政策、コーポレート・ガバナンス、
開発、デジタル経済政策、経済政策、教育、雇用・労働・社会問題、
環境・エネルギー、輸出信用、金融、食料・農業、ガバナンス・規制政策、
ヘルスケア、イノベーション・技術、投資と貴任ある企業行動、
ナノテクノロジ一、私的年金、原材料、中小企業、税制・財政、貿易ほか
※下線部：日本企業・団体関係者が幹部に就任

1962年３月設立
38ヵ国46団体
（2021年11月時点）

•のべ1,000人以上がOECD会合に
参加（１年間）

•181政策提言を提出（１年間）
•ポリシーグループ幹部147人
※ QRコードリンク先は、BIACホームページ
  （http://biac.org/）

図表１　OECD・BIAC・経団連の関係
• ポストコロナ下でのOECDの貿易分野の取り組みに関する優先課題
（2021年10月、BIAC貿易委員会）

• OECD閣僚理事会第２部への提言（2021年10月）

• OECD多国籍企業行動指針の現状評価に対するコメント 
（2021年９月、BIAC投資と責任ある企業行動委員会）

• 信頼性あるガバメントアクセス原則の策定に関する提言 
（2021年６月、BIACデジタル経済政策委員会）

• BIAC経済政策サーベイ2021年版（2021年５月）

• OECD閣僚理事会第１部への提言（2021年５月）

• BIACとしての10の優先課題（2021年４月）

• 電子化に伴う課税上の課題に係るOECD公開諮問文書に対するコメ
ント（2020年12月、BIAC税制・財政委員会）

• サプライチェーンの強靭化に関する提言 
（2020年11月、BIAC貿易委員会）

図表２　最近のBIAC政策提言例

マティアス・コーマンOECD事務総長とのBIAC意見交換会
（2021年10月） 提供：BIAC
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